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別紙

感操症法(平成 10年法律第 11 4号)

(目的)

第 1条

この法律は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関し必要な措置を定

めることにより、感染症の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図り、もって公

衆衛生の向上及び増進を図ることを目的とする。

(定義等)

第6条

との法律において「感染症Jとは、一類感染症、ニ類感染症、三類感染症、四類

感染症、玉類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症をい

フ。

(中略)

1 7 この法律において「病原体等Jとは、感染症の病原体及び毒素をいう。

(中略)

1 9 この法律において『特定病原体等Jとは、一種病原体等、二種病原体等、三

種病原体等及び四種病原体等をいう。

20 この法俸において「一種病原体等」とは、次に掲げる病原体等(医薬品、医

療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律(昭和三十五年法律第百

四十五号)第十四条第一項、第二十三条の二の玉第一項若しくは第二十三条の二十

五第一項の規定による承認又は同法第二十三条のこのこ十三第一項の規定による認

証を受けた医薬品又は再生医療等製品に含有されるものその他これに準ずる病原体

等(以下「医薬品等Jという。)であって、人を発病させるおそれがほとんどない

ものとして厚生労働大臣が指定するものを除く。)をいう。
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アレナウイノレス属ガナリトウイルス、サピアウイ・ノレヌ、フニンウイルス、マ

チュポウイルス及びラッサウイルス

二 エボラウイルス属アイボリーコーストエポ.ラウイノレス、ザイールウ千ルス、

ス」ダンエボラウイノレス及ぴレストンエボラウイノレス

= オノレソボックスウイノレス属バリオラウイノレス(別名痘そうウイノレス)

四 ナイロウイノレス属クリミア・コンゴヘモラジックフィーパーウイノレス(別名

クリミア・コンゴ出血熱ウイルス)

玉 マーノレプルグウイルス属レイクピクトリアマーノレプルグワイルス

六前各号に掲げるもののほか、前各号に掲げるもの左同程度に病原性を有し、

国民の生命及び健康に極めて重大な影響を与えるおそれがある病原体等として

政令で定めるもの

2 1 この法律において「二種病原体等Jとは、次に掲げる病原体等(医薬品等で

あって、人を発病させるおそれがほとんどないものとして厚生労働大臣が指定する

ものを除く。)をいう。

エノレジニア属ベスティス(別名ベスト菌)

ー クロストリジウム属ポツリヌム(即J~ボツリヌス菌)

ー ベータコロナウイルス属 SARSコロナウイルス

四 パシラス属アントラシス(別名炭痘菌)

五 フランシセヲ属ツラレンシス種(別名野兎病菌)亜種ツラレンシス及びホル

アークティカ

，六 ボツリヌス毒素(、人工合成毒素であって、その構造式がポツリヌス毒素の構

造式と同一であるものを含む。)

.七 前各号に掲げるもののほか、前各号に掲げるものと同程度に病原性を有し、

国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある病原体等として政令で

定めるもの

22 この法律において「三種病原体等j とは、次に掲げる病原体等(医薬品等で

円
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あって、人を発病させるおそれがほとんどないものとじて厚生労働大臣が指定する

ものを除く。)をいう。

ー.コクシエラ属パーネッティイ

マイコパクテリウム属ツベノレクローシス (イソエコチン酸ヒ(別名結核菌)

リファンrシンその他結核の治療に使用される薬剤として政令で定

めるものに対し耐性を有するものに限る。)

リッサウイルス属レイビーズウイルス(別名狂犬病ワイルス)

前三号に掲げるもののほか、前三号に掲げるものと同程度に病原性を有し、

、-国民の生命及び健康に影響を与えるおそれがある病原体等として政令で定める

ドラジド、

四

もの

この法律において「四種病原体等Jとは、次に掲げる病原体等(医薬品等で

あって、人を発病させるおそれがほとんどないものとして厚生労働大臣が指定する

2-3 

ものを除く。)をいう。

インフルエンザウイルスA属インフノレエンザAウイノレス

定めるものであるもの(新型インフルエンザ等感染症の病原体を除く。)文は

新型4ンフノレエンザ等感染症の病原体に限る。)

(血清E型が政令で

ェシェリヒア属コリー(別名大腸菌)

三 エンテロウイノレス属ポリオウイノレス

四 クリプトスポリジウム属パノレバム(遺伝子型がー型又は二型であるものに限

(腸管出血性大腸菌に限る。)一一

る。)

(血清亜型がタイフイ文はパラタイプイ Aであるも

のに限る。)

六 志賀毒素(人工合成毒素であって、その構造式が志賀毒素の構造式と同一で

あるものを含む。)

サルモネラ属工ンテリカ五

ェny 
テンゼイ]アイネンソ フレキシネリー及びボ

qo 

シゲラ属(別名赤痢菌)

イデイ

七
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八 ピプリオ属コレラ(別名コレラ菌)" (血清型が0一又は0一三九であるもの

に限る。)

九 フラピウイルス属イエローフィーパーすイルス(別名黄熱ウイノレス)

イデ マイコバクテリウム属ツベノレクローシス f前項第二号に掲げる病原体を除

く。)

十一 前各号に掲げるもののほか、前各号に掲げるものと同程度に病原性を有し、

国民の健康に影響を与えるおそれがある病原体等として政令で定めるもの

(一種病原体等の所持の禁止)

第 56条の 3

何人も、一種病原体等を所持してはならない。ただし、次に掲げる場合は、この

限りでない。

ー 特定一種病原体等所持者が、献験研究が必要な一種病原体等として政令で定

めるもの(以下 f特定一種病原体等Jという。)を、厚生労働大臣が指定する

施設における試験研究のために所持する場合

二 第五十六条の二十二第一項の規定により一種病原体等の滅菌若しくは無害化

(以下「滅菌等j という。)をし、又は譲渡しをしなければならない者(以下

r-;-種滅菌譲渡義務者Jという。)が、厚生労働省令で定めるところにより、

滅菌等又は譲渡し(以下『滅菌積渡Jという。)をするまでの間一種病原体等

を所持する場合

三 前二号に規定する者から運搬を委託された者が、その委託に係る一種病原体

等を当骸運搬のために所持する場合

四 前三号に規定する者の従業者が、その職務上一種病原体等を所持する場合

2 前項第一号の特定一種病原体等所持者とは、国又は独立行政法人(独立行政法

人通則法(平成十一年法律第百三号)第二条第一項に規定する独立行政法人をい

う。)その他の政令で定める法人であって特定一種病原体等の種類ごとに当該特定.

-4一
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一種病原体等を適切に所持できるものとして厚生労働大臣が指定した者をいう。

(一種病原体等の輸入の禁止)

第5旨条の4

;何人も、一種病原体等を輸入しではならない。ただし、特定一種病原体等所持者

(前条第二項に規定する特定一種病原体等所持者をいう。以下同じ。)が、特定一

種病原体等であって外国から調達する必要があるものとして厚生労働大臣が指定す

るものを輸入する場合は、この限りでない。

(一種病原体等の穣渡し及び髄受けの禁止)

第 56条の 5

何人も、一種病原体等を譲り渡し、又は譲り受けてはならない。ただし、次に掲

げる場合は、との限りでない。

一 特定一種病原体等所持者が、特定一種病原体等を、厚生労働大臣の承認を得、

て、他の特定一種病原体等所持者に譲り渡し、又は他の特定一種病原体等所持

者若しくは一種滅菌譲渡義務者から積り受ける場合

二 一種滅菌譲渡義務者が、特定一種病原体等を、厚生労働省令で定めるところ

により¥特定一種病原体等所持者に競り渡す場合

(二種病原体等の所持の許可)

第 56条の 6

二種病原体等を所持しようとする者は、政令で定めるところにより、厚生労働大

‘ 

臣の許可を受けなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

一 第五十六条のこ十二第一項の規定により三種病原体等の滅菌韻渡をしなけれ

ばならない者(以下『二種滅菌譲渡義務者j という。)が、厚生労働省令で定

めるところ'により、滅菌譲渡をするまでの間二種病原体等を所持しようとする

F
O
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場合

この項本文の許可を受けた者(以下『二種病原体等許可所持者Jという。)

文は二種滅菌譲渡義務者から運搬を委託された者が、その委託に係る二種病原

体等を当該運搬のために所持しようとする場合

二種病原体等許可所持者又は前二号に規定する者の従業者が、その職務上二

種病原体等を所持しようとする場合

2 前項本文の許可を受けようとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、

次の事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名

一
一

一一一
四

二種病原体等の種類(毒素にあっては、種類及び数量)

所持の目的及び方法

二種病原体等の保管、使用及び滅菌等をする施設(以下「二種病原体等取扱

施設Jという。)の位置、構造及び設備

(三種病原体等の所持の届出)

.第 56条の 16 

三種病原体等を所持する者は、政令で定めるところにより、当該三種病原体等の

所持の開始の日から七日以内に、当該三種病原体等の種類その他厚生労働省令で定

める事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。ただし、次に掲げる場合は、

この限りでない。

病院若しくは診療所文は病原体等の検査を行っている機闘が、業務に伴い三

種病原体等を所持することとなった場合において、厚生労働省令で定める左と

ろにより、滅菌譲渡をするまでの間三種病原体等を所持するとき。

二 三種病原体等を所持する者から運搬を委託された者が、その委託に係る三種

病原体等を当該運搬のために所持する場合

三種病原体等を所持する者の従業者が、その職務上三種病原体等を所持する

-6 -
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場合

2 前項本文の規定による届出をした三種病原体等を所持する者は、その届出に係

る事項を変更したときは、厚生労働省令で定めるととろにより、変更の日から七日

以内に、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。その届出に係る三種病

原体等を所持しないこととなったときも、間様とする。

(感染症発生予防規程の作成等)

第 56条の 18 

特定一種病原体等所持者及び二種病原体等許可所持者は、当該病原体等による感

染症の発生を予防し、及びそのまん延を防止する'ため、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、当該病原体等の所持を開始する前に‘感染症発生予防規程を作成し、厚

生労働大臣に届け出なければならない。

2 特定一種病原体等所持者及び二種病原体等許可所持者は、感染症発生予防規程

を変更したときは、変更の日から三十日以内に、厚生労働大臣に届け出なければな

らない。

(病原体等取扱主任者の選任等)

第 56条の 19 

特定プ種病原体等所持者及び三種病原体等許可所持者は、当該病原体等による感

染症の発生の予防及びまん延の防止について監督を行わせるため、当該病原体等の

取扱いの知識経験に関する要件として厚生労働省令で定めるものを備える者のうち

から、病原体等取扱主任者を選任しなければならない。

2 特定一種病原体等所持者及び二種病原体等許可所持者は、病原体等取扱主任者

を選任したときは、厚生労働省令で定めるところによか選任した日から三十日以

内に、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。これを解任したときも、

同様とする。
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(病原体等取扱主任者の責務等)

第 56条の 20

病原体等取扱主任者は、誠実にその職務を遂行しなければならない。

2 特定一種病原体等の保管、使用及び滅菌等をする施設(以下 f一種病原体等取

扱施設j という。)叉は二種病原体等取扱施設に立ち入る者は、病原体等取扱主任

者がこの法脅又はこの法律に基づぐ命令若しくは感染症発生予防規程の実施を確保

するためにする指示に従わなければならない。

3 特定一種病原体等所持者及び二種病原体等許可所持者は、当該病原体等による

感染症の発生の予防及びまん延の防止に関し、病原体等取扱主任者の意見を尊重し

なければならない。

(教育訓練)

第5'6条の 21 

特定一種病原体等所持者及び二種病原体等許可所持者は、一種病原体等取扱施設

又は二種病原体等取扱施設に立ち入る者に対し、厚生労働省令で定めるところによ

り、感染症発生予防規程の周知を図るほか、当該病原体等による感染症の発生を予

防し、及びそのまん延を防止するために必要な教育及び訓練を施さなけ，ればならな

し、。

(記帳義務)

第 56条の 23

特定一種病原体等所持者、二種病原体等許可所持者及び三種病原体等を所持する

者(第五十六条の十六第一項第三号に規定する従業者を除く。以下「三種病原体等

.所持者Jという。)は、厚生労働省令で定めるところによか帳簿を備え、当該病

原体等の保管、使用及び滅菌等に関する事項その他当該病原体等による感染症の発

no 
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生の予防及びまん延の防止に関し必要な事項を記載しなければならない。

2 前項の帳簿は、厚生労働省令で定めるところにより、保存しなければならない。

(施設の基準)

第 56条の 24

特定一種病原体等所持者、二種病原体等許可所持者、三種病原体等所持者及び四

種病原体等を所持する者(四種病原体等を所持する者の従業者であって、その職務

上当該四種病原体等を所持するものを除く。以下「四種病原体等所持者J とい

う。)は、その特定病原体等の保管、使用又は滅菌等をする施設の位置、構造及び

設備を厚生労働省令で定める技術上の基準に適合するように維持しなければならな

し、。
¥ 

(保管等の基準)

第 56条の 25

特定一種病原体等所持者及び二種病原体等許可所持者並びにこれらの者から運搬

を委託された者、三種病原体等所持者並びに四種病原体等所持者(以下 f特定病原

体等所持者Jという。)は、特定病原体等の保管、使用、運搬(船舶又は航空機に

よる運搬を除く。次条第四項を除き、以下同じ。)又は滅菌等をする場合において

は、厚生労働省令で定める技術上の基準に従って特定病原体等による感染症の発生

の予防及ぴまん延の防止のために必要な措置を講じなければならない。

(適用除外)

第 56条の 26 

前三条及び第五十六条の三十二の規定は、第五十六条の十六第一項第一号に掲げ

る場合には、適用しない。

2 第五十六条の二十三、第五十六条の二十四及び第五十六条の三十二第一項の規

Q
d
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定は、第五十六条の十六第一項第二号に掲げる場合には、適用しない。

3 前二条及び第五十六条の三十三の規定は、病院若しくは診療所叉は病原体等の

検査を行っている機関が、業務に伴い四種病原体等を所持することとなった場合に

おいて、厚生労働省令で定めるととろによりよ滅菌譲渡をするまでの間四種病原体

等を所持するときは、適用しない。

4 第五十六条の二十四及び第五十六条の三十二第一項の規定はt 四種病原体等所

持者から運搬を委託された者が、その委託に係る四種病原体等を当該運搬のために

所持する場合には、適用しない。

(運搬の届出等)

第 5.6条の 27

特定一種病原体等所持者、一種滅菌穣渡義務者、二種病原体等許可所持者及びニ

種滅菌譲渡義務者並びにこれらの者から運搬を委託された者並びに三種病原体等所

持者は、その一種病原体等、二種病原体等又は三種病原体等を事業所の外において

運搬する揚合(船舶又は航空機により運搬する場合を除く。)においては、国家公

安委員会規則で定めるところにより、その旨を都道府県公安委員会に届け出て、届

出を証明する文書(以下 f運搬証明書J.という。)の交付を受けなければならない。

2 都道府県公安委員会は、前項の規定による届出があった場合において、その運

搬する一種病原体等、二種病原体等又は三種病原体等について盗取、所在不明その

他の事故の発生を防止するため必要があると認めるときは、国家公安委員会規則で

定めるととろにより、運搬の日時、経路その他国家公安委員会規則で定める事項に

ついて、必要な指示をすることができる。

3 都道府県公安委員会は、前項の指示をしたときは、その指示の内容を運搬註明

書に記載しなければならない。

4 第一項に規定する場合において、運搬証明書の交付を受けたときは、特定ー種

病原体等所持者、一種滅菌譲渡義務者、二種病原体等許可所持者及び二種滅菌譲渡
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義務者並びにこれらの者から運搬を委託された者並び民三種病原体等所持者は、当

該運搬車E明書を携帯し、かっ、当該運搬註明書に記載された内容に従って運搬しな

ければならない。

5 警察官は、自動車又は軽車両により運搬される一種病原体等、二種病原.体等文

は三積病原体等について盗取、所在不明その他の事故の発生を防止するため、特に

必要があると認めるときは、当該自動車文は軽車両を停止させ、これらを運搬する

者に対し、運搬証明書の提示を求め、若しくは、国家公安委員会規則で定めるとこ

ろにより、運搬証明書記載された内容に従って運搬しているかどうかについて検査

し、文は当該病原体等について盗取、所在不明その他の事故の発生を防止するため、

第一項、第二項及び前項の規定の実施に必要な限度で経路の変更その他の適当な措

置を講ずることを命ずることができる。

6 前項に規定する権限は、犯罪捜査のために認められたものと解しではならない。

7 運搬証明書の書換え、再受付及び不要となった場合における返納並びJ~運搬が

二以上の都道府県にわたることとなる場合における第一項の届出、第二項の指示並

びに運搬証明書の交付、書換え、再交付及び返納に関し必要な都道府県公安委員会

の聞の連絡については、政令で定める。

(事故届)

第 56条の 28

特定病原体等所持者、一種滅菌譲渡義務者及び二種滅菌譲渡義務者は、その所持

する特定病原体等について盗取、所在不明その他の事故が生じたときは、遅滞なく、

その旨を警委員官又は海上保安官に届け出なければならない。

(災害時の応急措置)

第 56条の 29

特定病原体等所持者、一種滅菌譲渡義務者及び二種滅菌譲渡義務者は、その所持

噌
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する特定病原体等に関し、地震よ火災その他の災害が起こったことにより、当該特

定病原体等による感染症が発生し、若しく，はまん延した場合又は当該特定病原体等

による感染症が発生し、若しくはまん延するおそれがある場合においては、直ちに、

厚生労働省令で定めるところにより、応急の措置を講じなければならない。

2 前項の-事態を発見した者は、直ちに、その旨を警察官又は海上保安官に通報し

なければならない。

3 特定病原体等所持者、一種滅菌穣渡義務者及び二種滅菌積渡義務者は、第一項

の事態が生じた場合においては、厚生労働省令で定めるところにより、遅滞なく、

その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。

感染症法施行令(平成 10年政令第420号)

(一種病原体)

第 1条の 3

法第六条第二十項第六号の政令で定める病原体等は、次に掲げるものとする。

アレナウイノレス属チャパレウイノレス

二 エボラワイルス属ブンディプギョエボラウイノレス

(特定一種病原体等)

第 15条

法第五十六条の三第一項第一号に規定する政令で定める一種病原体等は、次に掲

げるものとする。

ー アレナウイルス属ガナリトワイルス、サピアウイノレス、ヂャパレウイノレス、

フエンウイルス、マチュポウイルス及びラッサウイルス

二 エボラウイルス属アイボリーコーストェボラウイノレス、ザイーノレウイノレス、

スーダンエボラウイルス、プンディプギョェポラウイルス及びレストンエポラ

円
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ワイルス

三 ナイロウイルス属クリミア・コンゴヘモヲジックブイ」パ}ウイルス(別名

クリミア・コンゴ出血熱ワイルス)

四 マーノレブルグウイルス属レイクピクトリアマールブノレグウイルス，

(運搬証明書の書換え)

第21条

運搬証明書の交付を受けた者は、当該運搬証明書の記載事項に変更を生じたとき

は、国家公安委員会規則で定めるところにより、遅滞なく、交付を受けた都道府県

公安委員会に届け出で、その書換えを受けなければならない。

感染症法施行規則(平成 10年厚生省令第99号)

(感染症発生予防規程)

第31条の 21 

法第五十六条の十八第一項の規定による感染症発生予防規程は、次の事項につい

て定めるものとする。

一 病原体等取扱主任者その他の病原体等の取扱い及び管理に従事する者に関す

る職務並びに組織に関すること。

二 病原体等の取扱いに従事する者であって、管理区域に立ち入るものの制限に

関すること。

三.管理区域の設定並びに管理区域の内部において感染症の発生を予防し、及び

そのまん延を防止するために講ずる措置に関すること。

四 ー種病原体等取扱施設文は二種病原体等取扱施設の維持及び管理に関するこ

と。

五病原体等の保管、使用、運搬及び滅菌譲渡に関すること。

向。
噌
E
A



P. 40 NO. 0605 長崎f~方法務局赫2023年 9~26 日 19時03分

七

要な措置に関すること。

法第五十六条の二十三の規定による記帳及び保存に関すること。

)¥ 

病原体等の取扱いに係る情報の管理に関すること。

病原体等の盗取、所在不明その他の事故が生じたときの措置に関すること。

十三、災害時の応急措置に関すること。

その他病原体等による感染症の発生の予防及びまん廷の防止に関し必要な

九

十

十一

一二十

事項

法第五十六条の十八第一項の規定による届出は、別記様式第十五により行うも

のとする。

六 病原体等の受入れ、払出じ及び移動の制限に関することd

病原体等による感染症の発生を予防し、並びにそのまん延を防止するために

必要な教育及び訓練に関すること。

病原体等にばく露した者又はぼく露したおそれのある者に対する保健上の必

2 

法第五十六条の十人第二項の規定による届出は、別記様式第十六により、変更

後の感染症発生予防規程を添えて行わなければならない。

3 

(病原体等取扱主任者の要件)

第31条の 22

法第五十六条の十九第一項の病原体等取扱主任者は、次に掲げる者であって、病

原体等の取扱いに関する十分の知識経験を有するものでなければならない。

医師

師

師

医
医
.
・
科

獣

歯
三

四
薬剤師

臨床検査技師

学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)に基づく大学において生物学若

-14 .:.... 
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しくは農学の課程若しくはこれらに相当する課程を修めて卒業した者(当該課

程を修めて同法に基づく専門職大学の前期課程を修了した者を含む。.)又は同

法第百四条第七項第二号に規定する大学若しくは大学院に相当する教育を行う

課程が置かれる教育施設において生物学若しくは農学の課程若しくはこれらに

相当する課程を修めて岡号に規定する課程を修了した者

(病原体等取扱主任者の選任等の届出)

第31条の 23 

法第五十六条の十九第二項の規定による病原体等取扱主任者の選任及び解任の届

出は、別記様式第十七により行うものとする。

(教育司l惨事)

第 31条の 24

法第五十六条の二十一の規定による教育及び訓練は、管理区域に立ち入る者及び

取扱等業務に従事する者に対し、次の各号に定めるところにより行うものとする。

一 病原体等業務従事者に対する教育及び訓練は、初めて管理区域に立ち入る前

及び管理区域に立ち入った後にあっては、一年を超えない期間ごとに行うこと。

二 取扱等業務lζ従事する者で、あって管理区域に立ち入らないものに対する教育

及び訓練は、取扱等業務を開始する前及び取扱等業務を開始した後にあってはよ

一年を超えない期間ごとに行.うこと。

三 前二号に規定する者に対する教育及び訓練は、次に定める項目(前号に規定

する者にあっては、イに掲げるものを除く。)について施すこと。

イ 病原体等の性質

ロ 病原体等の管理

ハ 病原体等による感染症の発生の予防及びまん延の防止に関する法令

一 感染症発生予防規程

-，
 民
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四 第一号及び第二号に規定する者以外の者に対する教育及び訓練は、当該者が

立ち入る一種病原体等取扱施設文は二種病原体等取扱施設において病原体等に

よる'感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するために必要な事項につ

いて施すこと。

2 前項の規定にかかわらず、岡項第三号文は第四号に掲げる項目文は事項の全部

又は一部に関じ十分な知識及び技能を有していると認められる者に対しては、当該

項目又は事項についての教育及び訓練を省略することができる。-

(一種病原体等取扱施設の基準)

第 31条の 27 

法第五十六条の二十四の厚生労働省令で定める技術上の基準のうち、一種病原体

等取扱施設に係るものは、次のどおりとする。

一 当骸施設は地崩れ及び浸水のおそれの少ない場所に殻けること。

二 当該施設が建築基準法(昭和25年法律第201号)第 2条第 1号に規定する建

築物又は同条第4号に規定する居室である場合には、その主要構造部等(同条

第5号には規定する主要構造部並びに当該施設を区画する壁及び柱をいう。以

下向じ。)を耐火構造(同条第7号に規定する耐火構造をいう。以下同じ。)

とし、又は不燃材料(同条第9号に規定する不燃材料をいう。以下閉じ。)で

造ること。

三 当該施設は、国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、規模及び構造に関

する基準(平成6年建設省告示第2379号)に従い、又は当該基準の例により、

地震に対する安全性の確保が図られていること占

四 当核施設には、管理区域を設定すること。

五 特定一種病原体等の保管庫は、実験室の内部に設け、かぎその他の閉鎖のた

めの設備又は器具を設けること。

六 特定一種病原体等の使用をする施設の設備は、次のとおりとすること。

-16 -



2023年 9~26 日 19時04分 長時i肪法務局訟務 NO. 0605 P. 43 

イ 実験室の内部の壁、r床、天井その他病原体等によって汚染されるおそれの

ある部分は、耐水性及び気密性があり、その表面は消毒及び洗浄が容易な構

造であること。

口 実験室に通話装置(実験室の内部と外部の聞においで通話することができ

るものとする。以下同じ。)又は警報装置を備えていること。

ハ 実験室の内部を観察するととができる窓を設ける等外部から実験室の内部

の状態を把握することができる措置が講じられていること。

ニ 監視カメラその他の実験室の内部を常時監視するための装置を備えている

こと。

ホ 実験室の内部に、高圧蒸気滅菌装置に直結している高度安全キャピネット

(防護服を着用する実験室にあっては、安全キャピネット)を備えているこ

と。

へ 実験室には、次に定めるところにより、専用の前室及ぴシャワ)室を附置

すること。

( 1) 通常前室を通じてのみ実験室に出;入りできる構造のものとし、かっ、

当該前室の出入口が屋外に置接面していないものであること。

(2) 防護服を着用する実験室に附置するシヤワ)室にあっては、防護服の

消毒及び洗浄を行うための装置を備えていること。

(3) 各室の出入口-にインターロックを設けること。

ト 実験室には、次に定めるところにより、専用の給気設備、排気設備及び排

水設備を設けること。

( 1 ) 管理区域内に、実験室に近接して設けること。

(2) 給気設備は、実験室への給気が、へパフィノレターを通じてなされる構

造であること。防護服を着用する実験室に設ける給気設備にあっては、

防護服に給気するための装置を備えていると在。

(3) 排気設備は、実験室からの排気が、二以上のへパフィルターを通じて
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なされる構造である'こと。

(4) 排気設備は、空気が実験室の出入口から実験室の内部へ流れていくも

-のであり、かつ、実験室及び実験室以外の施設の内部の場所に再循環さ

れない構造であること。

(5) 排気設備は、排気口以外から気体が漏れにくいものであり、かっ、腐

食しにくい材料を用いるこム

(6) 排水設備は、実験室からの特定一種病原体等に汚染された排水の排出

が、高圧蒸気滅菌装置及び化学滅菌装置を通じてなされる構造であると

と。

(7) 給気設備、排気設備及び排水設備の扉等外部に通ずる部分については、

かぎその他閉鎖のための設備又は器具を設けること。

(.8 ) 給気設備、排気設備及び排水設備は、稼働状況の確認のための装置を

備えていること。

チ 実験室には、かぎその他閉鎖のための設備又は器具を設けること。

リ 動物に対して特定一種病原体等の使用した場合には、飼育設備は、実験室

の内部に設けること。

七 特定一種病原体等の滅菌等設備は、実験室の内部と外部の両面に扉がある高

圧蒸気滅菌装置を備えていること。

八 非常用予備電源設備及び予備の排気設備を設けること。

九 管理区域の内部に、実験室及び管理区域の監視をする室を、実験室に隣接し

て設けること。

十 事業所の境界には、さくその他の人がみだりに立ち入らないようにするため

の施設を設けること。

十一 当該施設の出入口及び当該出入口から実験室の出入口までの聞の場所に、

それぞれ施錠その他の通行制限のための措置が講じられているこ L

十二 当該設備は、次に定めるととろにより、その機能の維持がなされること。
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イ 一年に一回以上定期的に点検し、前各号の基準に適合するように維持され

るものであること。

ロ ヘパフィノレターを交換する場合には、滅菌等をしてからこれを行う ζと。

(一種病原体等の保管、使用及lぴ滅菌等の基準)

第31条の 31 

法第五十六条の三十五に規定する厚生労働省令で定める技術上の基準のうち、一

種病原体等の保管に係るものは、次のとおりとする。

一 一種病原体等の保管は、密封できる容器に入れ、かっ、保管庫において行う

こと。

二保管庫は、→種病原体等、の保管中確実に施錠する等、一種病原体等をみだり

に持ち出すことのできないようにするための措置を講ずること。

三保管庫から一種病原体等の出し入れをする場合には、二人以上によって行う

こと。

2 法第五十六条の二十五に規定する厚生労働省令で定める技術上の基準のうち、

一種病原体等の使用に係るものは、次のとおりとする。

一 一種病原体等の使用は、実験室の内部に備えられた高度安全キャピネットに

おドて行うこと。ただし、防護服を着用する場合にあっては、安.全キャビネッ

トにおいて行うこと。

一 一種病原体等の使用は、二人以上によって行うこと。

一実験室での飲食、喫煙及び化粧を禁止すること。

四 実験室においては、防御具を着用して作業すること。防護服を着用する場合

にあっては、着用前に、異常の有無を確認すること。

五 実験室から退出するときは、防御具又は防護服の表面の病原体等による汚染

の除去(防護服を着用する場合にあっては、消毒剤による除去)をすること。

六 排気並びに一種病原体等によって汚染されたおそれのある排水及び物品は、

~ 19 【
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実験室から持ち出す場合には、すべて滅菌等をすること。

七 動物に対して一種病原体等の使用をした場合には、当該動物を実験室からみ

だりに持ち出さないこと。

八 飼育設備には、当該動物の逸走を防止するために必要な措置を講ずること。

九 実験室の出入-口には、厚生労働大臣が定める標識を付すること。

，十 管理区域には、人がみだりに立ち入らないような措置を講じ、病原体等業務

従事者以外の者が立ち入るときは、病原体等業務従事者の指示に従わせること。

3 法第五十六条の二十五に規定する厚生労働省令で定める技術上の基準のうち、

一種病原体等の滅菌等に係るものは、次のjとおりとする。

一 摂氏121度以上で15分以上若しくはこれと同等以上の効果を有する条件で高

圧蒸気滅菌をする方法文はこれと同等以上の効果を有する方法で滅菌等をする

こと。

ニ 排水は.、摂氏121度以上で15分以上又はこれと同等以上の効果を有する条件

で高圧蒸気滅菌をし、かつ、有効塩素濃度 o.01パーセント以上の次E塩素酸

ナトリウム水による 1時間以上の浸演をする方法又はこれと同等以上の効果を

有する方法で滅菌等をするこ L

官公庁施設の建設等に関する法律(昭和26年法律第 18 1号)

(国家機関の建築物に関する勧告等)

第 13条 国土交通大臣は、国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、規模及び

構造並びに保全について基準を定め、その実施に関し関係国家機関に対して、勧告

することができる。

(略)

国家機関の建築物及びその耐帯施設の位置、規模及び構造に関する基準

(建設省告示第2379号)
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官公庁施設の建設等に関する法律(昭和 26年法律第 181号)第 13条第 1項

の規定に基づき、国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、規模及び構造に関す

る基準を次のように定める。

第一趣旨

， 、

国家機関の建築物及びその附帯施設(以下「官庁施設」という。)の位置、規模

及び構造については、官公庁施設の建設等に関する法律その他の官庁施設の位置、

規模及び構造に関する法律並びにこれらに基づく命令及ぴ条例に定めるもののほか、

この告示の定めるところによる。

第四構造に関する基準

官庁施設の構造は、当該官庁施設において行われる事務及び事業に応じて、地域

性、機能性、経済性及び環境保全の各観点から次に定める事項を総合的に勘案して

決定されているものとする。また、その構造に応じた当該官庁施設の使用の条件及

び方法が定められているものとする。

(中略)'-

2 地震に対する安全性の確保を図るため、官庁施設の構造はよ前項に定める事項

のほか、次に定める事項を勘案して決定されているものとする。

一基本事項

構造体、建築非構造部材(屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他これら

に類する建築物の部分及び広告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付けるもの

をいう。以下同じ。)及び建築設備については、官庁施設が有する機能、地震に

より被害を受けた場合の社会的影響及び立地する地域的条件を考慮した官庁施設

の重要度に応じて、それぞれ次号から第4号までに規定する極めて稀に発生する

地震動(以下「大地震動Jという。)に対する耐震性能の目標の達成が図られた

ものであること。

日 21--
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二構造体の耐震性能

イ 構造体の耐震性能の目標は、別表に掲げる官庁施設の種類に応じて次によ

るものとすること。

(1) 別表(一)から(三)、 (玉)及び(十)に掲げる官庁施設についで

は、大地震動後、構造体に修繕を必要とする損傷が生じないものである

こと。ただし、建築基準法施行令第八十二条の三区規定する構造計算に

(中略)

より安全さを確かめる場合においては、同条第二号に規定する式で計算

した数値に 1. 5を乗じて得た数値を各階の必要保有水平耐力とするこ

と占

三建築非構造部材の耐震性能

イl 建築非構造部材の耐震性能の目標は、別表に掲げる官庁施設の種類に応じ

て次によるものとすること。

(1) 別表(一)から(七)、 (十)及び(十一)に掲げる官庁施設につい

ては、大地震動後、建築非構造部材が、災害応急対策若しくは危険物の

管理への支障となる損傷文は移動しないものであること。ただし、災害

応急対策を行う拠点となる室、これらの室の機能を確保するために必要

な室及び通路等並びに危険物を貯蔵文は使用する室((2)においてこれら

(中略)

を総称して「特定室等j という。)以外の室等内に面する部分における

ものについては、この限りではない。

四建築設備の耐震性能

イ 建築設備の耐震性能の目標は、別表に掲げる官庁施設の種類に応じて次に

よるものとすること。

(1) 別表(一)から(六)、 (十)及び(十一)に掲げる官庁施設につい

ては、大地震動後、設備機器、配管等の損傷又は移動による被害が拡大
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しないものであるとともに、必要な建築設備の機能を直ちに発揮し、か

つ、相当期間維持することができるものであること。また、必要な建築

設備の機能についての信頼性の向上が図られたものであること。

別表(種類)

(中略)

(十) 放射性物質若しくは病原菌類を貯蔵文は使用する施設及びこれらに関する

試験研究施設として使用する官庁施設

警察法(昭和 29年法律第 162号)

(任務及び所掌事務)

第 5条

(中略)

4 国家公安委員会は、第一項の任務を達成するため、次に掲げる事務について、

警察庁を管理する。

(中略)

二十七 前各号に掲げるもののほか、他の法律(これに基づく命令を含む。)の

規定に基づき警察庁の権限に属させられた事務

警察法施行令(昭和29年政令第 15 1号)

(国家公安委員会規則等への委任)

第 13条

国家公安委員会が法第五条第四項の規定による管理に係る事務又は同条第五項若

しくは第六項の事務を行うために必要な手続その他の事項については、国家公安委
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員会規則で定める。

届出対象病原体等の運搬の届出等に関する規則

(平成 19年国家公安委員会規則第5号)

(届出の手続)

第 1条

NO， 0605 . p， 50 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律(以下「法J:tい

う。)第五十六条の二十七第一項の規定による一種病原体等、二種病原体等又は三

種病原体等(以下「届出対象病原体等Jという。)の運搬の届出をして、運搬証明

書の交付を受けようとする者は、別記様式第一の運搬届出書一通を当核運搬の経路

である区域を管轄する都道府県公安委員会(以下「公安委員会Jという。)に提出

しなければならない。

2 前項の届出に係る運搬が二以上の都道府県・にわたることとなる場合には、当該

届出対象病原体等の出弗地を管轄する公安委員会(以下「出発地公安委員会j とい

う。)以外の公安委員会に対する同項の運搬届出書の提出は、出発地公安委員会を

経由してしなければならない。

3 第一項の運搬届出書の提出は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各号に

定める日(急を要するやむを得ない理由があると当該公安委員会が認めた場合には、

その認めた日)までにしなければならない。

一当該届出に係る運搬がーの公安委員会の管轄する区域内においてのみ行われ

る場合 当該運搬の開始日の一週間前の日

一 前号の場合以外の場合 当該運搬の開始日の二週間前の日
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